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本事業は、スリランカの次世代を担う4大宗教の若手
指導者を対象に、ファシリテーション、非暴力コミュニ
ケーションなど実務的な訓練を行い、習得技術を地元で
実践するための能力アップを図ります。
各地のシニア宗教指導者による委員会で若手参加者が
選定された後、2010年2月と3月にそれぞれ30名を対象
とするワークショップが開催されました。さらに、マニッ

チュラロンコーン大学が中心となり、中国、ラオス、ベ
トナム、ミャンマーの4つの協力機関が参加し、国境間の
往来が活発な計24ヵ所で、文献調査や家計・政府・民間
企業などへの聞き取りを含む実地調査が行われました。
大メコン地域の人、物、金の流れ、関税やインフラ投資

政策、東西・南北経済回廊を含む地域協力の取り組みに
よる経済的・社会的インパクトが分析されました。
国境地域の経済成長が確認された一方、地価高騰、農

インドの著名な研究機関であるインド国際経済関係研
究評議会（ ICRIER）に、政治・経済・社会など現代日本研
究プログラムを特設し、知的基盤を構築する事業です。3

年間の活動で日本研究シニアフェローを招き、セミナー、
ワークショップ、会議などを10回開催し、成果をウェブ
サイトやニューズレターで発信、研究論文も6本発表さ
れています。

若手宗教指導者へのトレーニング
実践能力向上を支援

越境経済活動にかかわる豊富な情報が提供される

日印間の知的交流の拠点として機能

スリランカ和平に向けての民間支援／フェーズⅡ

メコン流域の辺境地域経済と社会変容に関する実態調査

インドでの現代日本研究基盤の構築支援

❶事業実施者名／セワランカ財団（スリランカ）　❷事業形態／助成　
❸実施年度事業費／ 11,533,995円　❹実施年数／単年度事業

❶事業実施者名／チュラロンコーン大学アジア研究所 (タイ )　❷事業形態／助成　
❸実施年度事業費／ 7,002,094円　❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

❶事業実施者名／インド国際経済関係研究評議会 (インド )　❷事業形態／助成　
❸実施年度事業費／ 8,073,550円　❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

ク地区の国内避難民キャンプで、18名の若手宗教指導者
が、宗教・民族融和に向けた活動を実践しました。

10年11月8日～ 19日にかけては、若手宗教指導者30

名がタイ南部を訪問し、分断コミュニティの再構築の方
策について紛争地域で活動する仏教、イスラム教関係者
と意見交換をしました。

民の出稼ぎ労働者化を含む社会不安など、経済交流の促
進・障害となる要因も明らかにされました。

2010年2月にバンコクで開かれた国際会議では、産官
民の機関、NGO関係者約60名が集まり、その調査結果が
発表されました。メコン地域開発に関する有用な資料と
して報告書がまとめられ、越境経済活動にかかわる豊富
な情報が提供されました。

最終年度は、「東アジア地域統合プロセスにおける日
中印対話：リーダーシップの難題」をテーマに国際会議
が開催されました。これらの活動を通して、同評議会は
日本研究発信拠点に定着し、インド国内の現代日本に
関わる理解促進に貢献し、なかでも専用ウェブサイト 

(http://www.icrier.org/indojapan/index.html)が、日印間の研究、
交流活動の重要な情報ポータルサイトとなっています。

笹川中東イスラム基金事業

相互理解を深めるための情報発信、
ペルシア湾の海洋安全保障の
研究を支援
SPFの新しい基金として09年4月に活動を開始、
相互理解を深めるための情報発信や人物交流を推進しました。
09年度は、「日本・中東との相互理解のための情報発信」と、
「ペルシア湾の海洋安全保障に関する専門家会議」の2事業を実施しました。

中東地域での日本のイメージは、インターネットが
普及した現在もなお固定された古いイメージや一部の
アニメーションを通じた印象に留まり、バランスを欠
いています。本基金では、現在の日本の政治、経済、社会、
文化に関する情報発信を行い、中東地域における現代
日本の理解増進に努めます。

政治、経済、社会、文化、教育などの分野において、日
本と中東各国が協力し、新時代を先導する優秀な若手
人材を育成します。これにより育成された人材が日本
と中東との円滑な協力関係の促進に貢献することを目
指します。

中東地域と日本との相互理解を深めるため、対象地
域において各界で枢要な地位を占めている人物や将来
的に様々な分野で次世代のリーダーになる人物を日本
へ招へいします。それに加えて、各専門分野における有
識者や専門家、メディア関係者や若年層の交流など幅
広い人物交流を行います。

現在もなお石油をはじめとするエネルギー資源の大
部分をペルシア（アラビア）湾岸周辺の中東地域に依存
している日本にとって、安全かつ継続的・安定的に中
東から日本への資源輸送路を確保することは最重要の
課題です。対象地域や各国における安全保障の課題に
関する調査研究を実施します。

1. 3. 

2. 4.

日本からの情報発信 人材育成

人物交流 海洋安全保障に関する研究

事業の詳細は▶
http://www.spf.org/smeif-j/projects/summary2009.html

宗教指導者会議で活動する若手の
宗教指導者

調査結果をチュラロンコーン大学で
開催された国際会議で発表

若手宗教指導者トレーニングのための
ワークショップ

気候変動に関わる国際
協力と日本の取り組み
をテーマに開催された
シンポジウム

■　笹川汎アジア基金事業
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記念講演を行った
小池百合子衆議院議員は、
「中東イスラム基金が中東と日本の
関係強化を推進する原動力となって
ほしい」と激励。

本格的なアラビア語サイトの構築は国内初、
大きな意義が

アラビア語による日本情報発信サイト (www.alyaban.

net)を立ち上げました。このアラビア語サイトを通じて、
日本のニュース、ニュース解説、日本人の考え方や意見な
どを情報発信しました。
日本では、本格的なアラビア語サイトの構築は、初めて
のことです。中東イスラム地域の人々は欧米メディア経
由でしか日本に関する情報を入手するしかなかったため
どうしてもバイアスが加わった情報になりがちでした。
中東イスラム地域の人々が日本の情報をアラビア語で直
接入手できるようになったことは大きな意義があります。

国内外で日本紹介セミナーを開催、
対日理解を深める

国内外で日本紹介セミナーを開催しました。駐日中東
イスラム諸国外交団セミナーでは、駐日中東イスラム諸
国の外交官（20名参加）に、花岡信昭・拓殖大学大学院
教授が国内政治の動向に関する講演を行い、対日理解を
深めることができました。
一方、中東からも専門家を招へいし※、中東情勢セミ
ナーも開催しました。イラク、イランのホットな情勢やエ
ジプトの社会生活に関するシンポジウムを開催し、中東
に関心のある専門家やジャーナリストの対中東理解に貢
献しました。
また、日本情報発信セミナーとして09年11月、トルコ

のイスタンブール商工会議所で日本の観光業や経済につ
いて、浜田健一郎・ANA総合研究所代表取締役社長、井原
健雄・北九州市立大学大学院教授が講演（約80名参加）
しました。
続いて、トルクメニスタン国立大学でも、両氏が日本の

観光開発と戦後復興について講演（約350名参加）するな
ど、日本・中東イスラム諸国の間の相互理解が深まる情
報発信を行いました。

アラビア語による
日本情報発信ウェブサイトを構築
日本で中東・イスラム諸国駐日外交団向けセミナー、
中東専門家による中東情勢セミナーなどを開催するとともに、
アラビア語のウェブサイトを開設、相互理解を深めるための事業です。

日本・中東の相互理解のための情報発信

❶事業実施者名／笹川平和財団　❷事業形態／自主・委託　
❸実施年度事業費／ 34,266,528円　❹実施年数／ 3年継続事業の1年目

笹川中東イスラム基金事業を設立
記念講演と祝賀会を開催

新しい時代の中東諸国と日本との関係づくりのために、
笹川中東イスラム基金を発足し、
09年5月28日に日本財団ビルで設立記念講演と祝賀会を開催しました。 アラビア語による日本情報発信サイト

駐日中東イスラム諸国の外交
官向けセミナーで講演する
花岡信昭・拓殖大学大学院
教授
（09年4月28日）

笹川陽平日本財団会長によるあいさつ

祝賀会の模様

ワリード・アブデルナーセル駐日エジプト・
アラブ共和国特命全権大使による来賓のあ
いさつ

※
❶アミン・バフティアール博士（イラク共和国元大臣）講演会
　「イラクの現状と今後の展望」(09年12月9日 )
❷サイード・ジャリリ博士 (イラン国家安全保障最高評議会書記 )講演会
　「イランの原子力利用の現状と課題」(09年12月22日 )
❸アリ・ラリジャニ 博士（イランイスラム共和国国会議長）講演会 (2010年02月25日 )
❹ユースフ・ハッサン氏講演会
　「映像を通じて見た現代エジプトの社会生活」(2010年3月5日 )

●❶

●❷ ●❸ ●❹

●小池百合子衆議院議員講演、笹川中東イスラム基金 設立記念祝賀会の詳細はYouTube内の当財団サイト（http://www.youtube.com/user/spftv）参照。

■　笹川中東イスラム基金事業 2009　笹川平和財団
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不足していた、同地域の安全保障や
日本の役割についての研究

日本が石油の80％余りを湾岸諸国から輸入している
ことから分かるように、ペルシア湾の海洋安全保障は、日
本のエネルギー安全保障にとって重要です。しかし、日本
の中東専門家はペルシア湾の安全保障に関心が少なく、
安全保障の専門家にもペルシア湾の安全保障を専門とす
る人がいませんでした。
そのため日本のエネルギー安全保障上重要でありなが

ら、ペルシア湾の海洋安全保障についての研究はされて
きませんでした。日本では、同地域の安全をいかにして高
めるのか、日本の役割は何であるのかに関する議論も知
見も著しく不足していました。

日本・米国・湾岸諸国間の
安全保障専門家のネットワークを構築

本事業では、安全保障の専門家や実務家が参加する研
究会を東京で開催し、外部から専門家を講師として招き
ペルシア湾の海洋安全保障上の課題を明らかにしました。
さらに、研究会での議論の結果を受けて、09年11月3

日～ 4日にバーレーンで日本・米国・湾岸諸国の安全保
障専門家約20名が参加する国際会議「湾岸地域における
日本の役割」を開催しました。
この国際会議を通じて、日本・米国・湾岸諸国間の安

全保障専門家のネットワークを構築しました。会議の成
果として、ペルシア湾の海洋安全保障における日本の協
力の可能性を明らかにしたものを、国内・国外に発信し
ました。

研究会を開催し、
研究ネットワークを構築
ペルシア湾の海洋安全保障に関する研究を始めることで、
日本の貢献可能な分野は何かを明らかにし、
日本・米国・湾岸諸国間の研究ネットワークを構築しました。

ペルシア湾の海洋安全保障に関する専門家会議

❶事業実施者名／笹川平和財団、財団法人 平和安全保障研究所（日本）　❷事業形態／自主・委託　
❸実施年度事業費／ 11,449,688円　❹実施年数／単年度事業

中東イスラム基金は、09年4月に発足した新しい基金です
が、ガイドラインに沿った事業を次のように実施しています。
第 1に日本の情報発信として、ウェブサイトwww.

alyaban.netを開設。アラビア語による日本のニュース、日本
人の意見、アラブ人の日本観などを盛り込みました。日本
人の専門家をトルコに派遣し、日本経済や観光開発につい
て、トルコ人実務家への講演会も開催しました。
第2に中東海洋安全保障の研究。日本にとり重要なペル

シア（アラビア）湾の海洋安全保障について、日本・中東諸
国・米国から安全保障、エネルギー問題、政治、経済などの

専門家が参加した国際会議をバーレーンで開催しました。
国際会議での議論を通じて日本の国際協力や貢献の可能
性について明らかにしました。
第 3は人物交流。イラクの元大臣やエジプトの映画監督

を招へいし、中東に関心のある研究者、ジャーナリスト、実
務家に向けた講演会を開催し、中東に対する理解を深める
ことに寄与しました。
中東イスラム基金は、中東イスラム諸国と日本の相互理

解を深めていくため、必要な情報を収集し、現地のニーズ
に応じた事業を実施していきます。

ウェブサイト、海洋安全保障の研究、人物交流を開始

特別基金事業室 笹川中東イスラム基金事業担当 主任研究員

松長　昭

● 担当研究員コメント

日本経済は好調なアジア向け輸出に支えられ、
穏やかな回復基調に

2009年度は、前年9月のリーマン破綻が引き起した金
融危機や経済の混乱からの回復初年度にあたっています。
米・欧政府による緊急金融安定化策や積極的な財政出動、
中国政府による大胆な財政政策などにより、世界の金融
市場は、今年度に入り4月にはおおむね平静を取り戻し
ました。
為替市場を見ると、08年9月の危機勃発後、米ドルは
円に対しても大幅に下落し、09年1月には87円台をつ
けました。しかしその後、各国の政策対応の進捗を反映
して、09年4月まで反発したため、09年度はおおよそ1

ドル100円のスタートとなったものの、その後の米国の
超低金利政策と緩慢な景気回復を反映して、ドルの対円
レートは年度を通して緩やかに下落を続けました。
日本の株式市場も危機勃発後急落し、日経インデック
スは09年3月10日に7,021円まで下落しましたが、その
後株価は回復過程をたどり、結果的に同インデックスは
今年度36.8％の上昇を記録しました。
日本の国債利回りは危機後急低下し、10年債利回りは

08年末には1.155％を記録しましたが、09年度はおおむ
ね1.2％と1.45％のレンジ内で推移いたしました。なお、
信用スプレッドは今年度を通じて緩やかに縮小してい
ます。
一方、実体経済活動を振り返ると、バランス・シート

調整の続く米国や欧州では、超低金利にかかわらず景気
の回復力は極めて脆弱で、テンポも緩慢なものにとどま
りました。中国を中心としたアジア新興国はバランス・
シート問題という制約を抱えていないため、景気刺激策
の効果が顕著に顕われ、回復に力強さがありました。米
国のゼロ金利政策も、ドル・キャリー・トレードを通し
て間接的に新興国の回復要因となっています。
日本経済は財政刺激効果の剥落から、成長は鈍化する
と懸念されましたが、好調なアジア向け輸出に支えられ、
年度を通じて回復基調を維持しました。

2009年度
財務報告

保有債券の評価損が大幅に縮小、
年度の評価損益はプラスに改善

次ページ以降に、09年度の収支計算書、正味財産増減
計算書、および貸借対照表の総括表を記載しております
が、今年度の特徴的な出来事は以下の通りです。
収支計算書に於ける 09年度の事業活動収入は17億

3,700万円と前年度比6億3,000万円減少していますが、
前年度にあった6億円の補助金の影響を除くと、資産運
用収入は前年度比ほぼ横ばいとなりました。
なお、今年度の資産運用実績として特徴的なのは、過
去2年度にわたって拡大した保有債券の評価損（満期償
還保有債券の評価損は注記項目）が今年度は大幅に縮小
し、年度の評価損益がプラスになったため、インカム・
ゲインに評価損益を加えた総合利回りが大きく改善し
たことです。
一方、事業活動支出も12億2,600万円とほぼ前年度並

みであったため、事業活動収支差額は5億1,100万円とな
りましたが、特定資産取得支出に11億1,100万円を費や
したため、当期収支差額は▲5億5,800万円となりました。
したがって、前期繰越収支差額から当期収支差額を差
し引いた次期繰越収支差額は13億4,400万円となって
います。又正味財産増減計算書では、正味財産合計は10

億2,100万円増加し09年度の正味財産期末残高は818億
6,600万円強となりました。

■　笹川中東イスラム基金事業 2009　笹川平和財団




